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Ⅰ．はじめに

24 年間の長期にわたった大分県の平松守彦県政にお
いて、主要な政策として展開した一村一品運動施策が、
広瀬勝貞県政への政治変動によってかくももろく崩れ
去ったのはなぜだろうか。政治変動が政策選択にどのよ
うに影響するかの研究はよく見られるが、政治変動の政
策継続への影響の研究はさほど多くない。また、議会で
の政治変動が注目されるが、行政の長の交代を政治変動
とみて、官僚機構での施策実施への影響を議論するもの
はまれであろう。それは政権交代が政策、施策、事業の
変化に当然に影響を及ぼすとの暗黙の理解があるから
かもしれない。しかし、政権の変動による施策の継続へ
の影響を改めて検討すれば、政治と政策の関係について
の新たな知見が得られるのではないか。長期政権の終焉
が長期であるがゆえに、新たに選出された首長の政権で
は政策が根本的に変わり、実施されていた施策は断絶す
るとの説明はわかりやすいが、既存の施策の終了には難
易を左右する要因がありそうだ。ここでは、実施されて
きた施策における官僚機構の行動様式、つまり、官僚組
織の機能にかかわる行動の仕方が、政治変動による政策
の継続に影響することに注目した。
この研究での仮説は、政治変動にもかかわらず政策が
継続するかしないかは、その政策における官僚機構の行
動様式が、施策実施の体系構築をどれだけ伴うもので
あったかに影響されるというものである。ここでの官僚
機構とはヒエラルヒーとして機能する民選の長を除く
官僚組織と捉えている。また、施策実施の体系構築とは
施策を行政計画のような全体構造に体系づけて実施す

ることとみる。具体的な検証は、大分県の一村一品運動
施策が県の官僚機構全体を揺るがす主要なものとして
展開したにもかかわらず、そこに見られる官僚機構の行
動様式は、原則として施策実施の体系構築を伴わないも
のであったことを明らかにする。しかしながらその検証
によって、そのような行動様式でこの施策の終了が早
まったことを直接に証明することはできない。そこで、
類似の施策が政権交代にもかかわらず、断絶することな
く継続したと見られる海外の事例での官僚機構の行動
様式を参照した。タイのタクシン政権で推進された一村
一品運動施策は、政権が崩壊しても容易に瓦解すること
なく生き延びた。そこには国と地方の政策推進の場の違
いなどもあろう。しかし、行政において「何を行うか」
のいわば執行管理が、「どのように行うか」のいわば運
営管理に先行する行動様式によって、施策実施の体系構
築を伴う施策として展開したタイに比べて、日本では逆
に「どのように行うか」が先行する行動様式により、体
系構築が希薄な施策展開であったとの違いが、大分県で
の政治変動による施策の断絶の一つの要因として示唆
できるだろう。

Ⅱ．研究の基盤

多くの研究が、政治が政策に影響することを前提に解
明を試みている。その中で、政治変動は政策選択にどの
ように影響するかの研究などが見られる１）。ここでは政
策選択よりも政策継続に注目し、政策実施の主体である
官僚機構の行動様式を糸口として２）、政策への政治の影
響を検討してみたい。
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官僚機構の行動様式へのアプローチは、実証的な分析
による政治文化へのアプローチに近似している。本稿で
の行動様式への注目は、アーモンドとヴァ－バによる市
民文化の分析方法を土台とする３）。ただし、アーモンド
らの研究が人々の指向を捉えているのに対して、ここで
は官僚機構の行動の仕方、つまり行動様式を捉える。アー
モンドらの研究では、政治システムにおける人々の指向
に従って、未分化型、臣民型、参加型の理念型を想定し、
その枠組みで民主政治過程の政治文化を分析する。本稿
では、施策実施における官僚機構の行動様式に従って、
執行管理先行型と運営管理先行型の二つの理念型に峻別
４）して、その枠組みでの行政の政策実施過程の政策文
化を分析する。ここで敢えて政治文化ではなく政策文化
と表現するのは、アーモンドらは政治システムの入出力
での人々の指向による行動様式から文化を捉えているの
に対して、政策システムでの施策実施の官僚機構の行動
の仕方による行動様式から文化を捉えて議論するからで
ある５）。本稿のように個人の行動様式に限らない文化の
捉え方については、イングルハートによる価値観を共有
する集団の特徴やパットナムによる地域社会の社会関係
資本の特性など、集団や社会のあり方から実証的に文化
を議論する政治文化の代表的な研究もあり６）、組織の機
能に注目して機構のあり方から文化を議論する本稿の研
究が、必ずしも特殊であると考えない。
本稿は一村一品運動の政策を事例とし、そこでの政権
変動の影響を実施施策の断絶と継続から検討する。その
ような本稿のアプローチの概略を示したのが表1である。
ここでは行政の官僚機構の機能の中心は施策の実施にあ
ると捉えている。官僚組織はヒエラルヒーをなすことで、
総体として理にかなった機能を発揮できる７）。その中心
を担うのが官僚制であり、そこでの合理的な機能の主体
をここでは官僚機構と呼んでいる８）。官僚機構の合理性
の基礎は、ヒエラルヒーの組織で担保される施策の実施
の体系構築であるとここでは見なすことにした。政策よ
りも事業よりも施策こそが、その体系構築を通じて官僚
制もしくは官僚機構の機能のあり方にかかわる９）。表 1
は、一村一品運動の政策における行政の一村一品運動の
施策に注目し、政治変動の下での施策の断絶もしくは継
続の状況とともに、その施策実施を支える官僚機構の行
動様式を検討する本稿での研究枠組みを示している。

そこでは、タイの事例を参照しつつ、日本についての
大分県での施策の定着と断絶およびそれに影響すると考
える官僚機構の行動様式の特徴を運営管理先行型と捉え
る。その運営管理が執行管理に先行する理念型に沿うよ
うな大分県での施策実施は、体系構築を伴いにくい展開
であったことを検証する。参照しようとするタイの地方
自治は、内務省による地方支配の中央集権メカニズムの
下にある点で、日本の制度とはかなり異なっている 10）。
両国の官僚機構の機能のあり方の違いをそのような制度
の国際比較から説明することも当然にできる11）。しかし、
本稿では制度の背後にある官僚機構の行動様式の違いを
政策文化の違いと捉えて検討する。そのような政策文化
の違いは、制度的側面に連動するものであることも確か
であるが、そこには制度の違いを超えた新たな視点を提
供できる可能性があると見ている。それは後に述べる官
僚機構の合理性追求の行動様式の政策文化の違いが政策
の内容や運命に影響するとの視点である。
それらの検証を踏まえて、政権変動が政策に変化をも
たらすような施策の断絶もしくは継続に与える影響を考
察するためのここでの枠組みを示したのが図 1である。
政治変動による政策への影響において、どのような官僚
機構の行動様式が施策の継続や断絶にどのように影響し
たかを直接に検証するのは難しい。しかし、政治の政策
への影響を間接的に左右するコントロール変数として官
僚機構の行動様式があり得ることは示唆できる 12）。つ
まり、政権変動の独立変数が施策の断絶もしくは継続の
従属変数に影響することを前提とし、その前提が左右さ
れる要因として施策の定着のあり方を異にする官僚機構
の行動様式を検討することで、因果関係の検証に向けて
の入口となり得るかもしれない。

表 1　  一村一品運動の政策への政権変動の影響について
の検証と参照のアプローチ

一村一品運動施策の
断絶と継続

施策実施の展開における
官僚機構の行動様式

日本での
政権変動の政策へ
の影響（検証）

施策の定着と断絶の確認
（表 2、図 2、表 3、表 4）

運営管理先行型（政策文化の
理念型）の官僚機構の行動様
式による施策展開の確認
（表 5、表 6、表 7）

タイでの
政権変動の政策へ
の影響（参照）

施策の継続の確認
（図 3、図 4）

執行管理先行型（政策文化の
理念型）の官僚機構の行動様
式による施策展開の確認
（表 8）
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日本での一村一品運動の政策は大分県の平松県政で始
まり、その行政施策は官僚機構に定着し、広瀬県政で行
政の施策としては完全に消滅した。そこでは施策の断絶
が確認でき、政治変動で政策が容易に瓦解したことが検
証できる 13）。その施策実施の展開における官僚機構の
行動様式は、運営管理先行型であったことも確認できる。
一方、タイにおける一村一品運動政策を参照すると、政
治変動にもかかわらず施策が継続しており、官僚機構の
行動様式は執行管理先行型と判断できる。しかし、それ
はタイの執行管理先行型の官僚制に比べて、日本の運営
管理先行型が合理性を欠く官僚制であることを意味しな
い。両者の行動様式が示す政策文化の特徴の違いが、こ
の実施施策の運命に影響しているに過ぎない。
官僚機構は、それが機能するために本質的に合理性を
追求する。理にかなった施策実施であることは、「理性化」
することで「魔術から解放」された予測と制御の可能な
近代社会に適した合理的な施策体系をもたらす 14）。そ
のように規則化された体系は、強固な檻であるほど、明
確な実施を担保できる反面、強固すぎることが不自由で
不合理な檻となる可能性ももっている 15）。そのような
二律背反性を形式合理性と実質合理性として議論するこ
ともできるが、ここでは官僚制のもつ二面性と捉え、あ
えて合理と不合理の両者が合理性の追求のもとで併存し
うると見る。そのために官僚機構が「何を行うか」を重
視して機能するか、「どのように行うか」を重視して機
能するかの違いに注目する。「何をどのように行うか」
の施策実施体系の構築が官僚機構の合理的な機能の源で

あるとするなら、「何を」と「どのように」は共に合理
性の不可欠な要素であるが、いずれを重視する機能の特
徴が見られるかは実施される政策の内容にかかわる重要
な問題である。そこでの違いをもたらす原因となる官僚
機構の行動様式の理念型として、「何を」を重視する執
行管理先行型と「どのように」を重視する運営管理先行
型を想定した。その理念型が、実施施策の定着と運命を
左右するコントロール要因と考えられることを、政権変
動との関係で考察したのが本稿である。
以下の分析では、まずⅢの日本の事例で、官僚機構が
一村一品運動施策をどのように展開させてきたかを概観
しながら、施策の定着から断絶までの全体像を示す。そ
こでは政権変動でどのように断絶したかを明らかにする
とともに、官僚機構がその施策を展開するために、施策
実施の体系構築をどのようになしたかを確認する。それ
によって施策断絶の背景にある官僚機構の行動様式に
は、運営管理先行型の合理的な施策実施の体系構築の特
徴があることを示す。次のⅣでは、タイの事例から、一
村一品運動施策に類似する OTOP（One Tombon One 

Product）施策が、政権交代においてどのようになって
いるかの全体像を示す。そこでは、政権変動にもかかわ
らず、OTOP施策が生きのびて、施策が断絶しなかった
背景にある官僚機構の行動様式には、執行管理先行型の
合理的な施策実施の体系構築の特徴が見られることを指
摘する。

図 1　政治の政策への影響を官僚機構の行動様式に注目して考察するための枠組み
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Ⅲ．日本での政権変動の政策への影響

Ⅲ.1．施策の定着と政権変動による施策の断絶
ここではまず、官僚機構が一村一品運動施策をどのよ
うに展開させてきたかを概観しながら、政権変動での施
策の断絶までの全体像を示す。次に、定着した施策が、
政権変動でどのように断絶したかを明らかにする。
一村一品運動（英語名では One Village One Product

で世界からは OVOPと呼ばれている）の政策は、1979
年に大分県の知事に就任した平松知事が宣言して始まっ
た施策で、平松政権の主要な政策として 24 年間実施さ
れた。一村一品運動は、政策が実施されるにつれて施策
内容が進展した。一村一品運動政策は、ローカルにして
グローバル、自主自立・創意工夫、人づくりの三つ原則

に基づく施策となって展開した 16）。
平松知事は、事前に官僚機構に新たに模索している施
策を知らせることなく、1979 年 11 月と 12 月の市町村
長との自治行政連絡懇談会で「各市町村で新しい産品を
発掘していだだきたい。この産品なら全国的な評価に耐
え得るという産品を各市町村一つずつ選んでいただきた
い」と表明し、一村一品運動の推進を宣言した。一村一
品運動の施策開始への知事の表明によって、官僚機構で
の熟知よりも施策推進が先走るようになった。
その一村一品運動施策を官僚機構が、どのような内容
で展開させたかをまとめたのが表 2である。政策実施を
各段階にわけて、そこで官僚機構がどのような内容で施
策を展開させたかをみることで、行政の施策としての開
始、定着、拡大、縮小、終了までを示している 17）。加

表 2　一村一品運動施策実施の全体像

注）大分県『県政のあゆみ』1983、1987、1991、1995、1999、2003、2007 より作成。
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えて、そのような一村一品運動施策が政権交代でどのよ
うに変化したかの全体像も明らかにしている。1979 年
の知事による政策宣言後、一村一品運動施策が行政の施
策として開始したのは、1983 年である 18）。それは平松
県政の 2期目が始まる頃で、それまでには地方の現場で
の実質的な一村一品運動の推進は見られたが、行政施策
としての展開内容はなかった。しかし、その開始以降か
ら地域の自助努力に対する支援、技術の練磨に対する支
援、販路開拓に対する支援、人づくり推進において官僚
機構が施策を展開した。それら 4つの施策の内容は広瀬
政権で施策が断絶するまで続けられ、一村一品運動施策
の具体的な内容として定着したと考えられる。
その後、官僚機構は定着した一村一品運動施策の内容
に一村一品ローカル外交の推進の内容を追加し、加えて
他の施策においても一村一品運動施策の内容にかかわり
を持たせながら、一村一品運動施策の内容を広げた。し
かし、平松知事の任期の終盤では、官僚機構は、他の施
策でも広げた施策内容を減らしながら、本来の施策内容
へと施策を展開した。それは一村一品運動施策が政策縮
小段階に入ったことを意味する。その段階において官僚
機構は、新たな政権での施策展開を準備する。その官僚
機構の行動は、新たな政権の方向性を踏まえて、政策展

開の可能性を模索することである 19）。そのために、官
僚機構は、今まで拡大しながら展開した施策を行政の施
策として定着させた時の内容により近い形まで縮小す
る。しかし、一村一品運動施策は行政施策として定着し
て長年にわたって実施されたにもかかわらず、政権交代
ですぐに跡形もなくすべてなくなった。それは長期政権
の色彩が濃い施策であるゆえに、新しい政権が既存の政
権の色を消すためのこととしても理解できる。しかし、
行政施策として定着して長年実施された施策が、かくも
もろく崩れ落ちたのは、単に長期政権の要因とは思えな
い。
そこで、ここでは行政施策として定着した一村一品運
動施策が、政権変動で断絶していく様子をみる。すでに
指摘したように、一村一品運動政策は施策が実施されて
施策内容が進展することで、ローカルにしてグローバル、
自主自立・創意工夫、人づくりが原則になっている。そ
の原則に沿って一村一品運動施策にかかわる施策内容と
事業が政治変動でどのようになったかを示すのが、図 2、
表 3、表 4である。
図 2は、人づくりに関する施策の推進状況である。人
づくり施策は人材育成のための塾の事業を中心に展開さ
れた。その事業は 1983 年に豊の国づくり塾から始まっ

図 2　人づくりに関する推進状況
注）  ●は 2002 年に、★ 2003 年に、▲は 2004 年に終了した。Son（2010）に、URL：http://www.pref.oita.jp（アクセス日：2012 年 3

月 22 日）での各事業に関する事務事業評価調書の内容を加えて作成。
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表３　自主自立・創意工夫に関する推進状況

表４　ローカルにしてグローバルに関する国際交流の推進状況

注）大分県「県政のあゆみ」1983、1987、1991、1995、1999、2003、2007 より作成。

注）上記の総合計画より作成。



地方政府の政治変動と政策継続（孫）

－ 47 －

て、1998 年以降から多様な内容の塾事業へと展開した。
しかし、多様な塾事業で展開された人づくりは、2003
年の政権交代の前後ですべて終わったことがわかる。表
3は、自主自立・創意工夫に関する施策内容の推進状況
である。その施策内容は、一村一品運動施策の基盤なる
地域の自助努力に対する支援、技術の練磨に対する支援、
販路開拓に対する支援であり、1983 年以降に様々な内
容として推進されたが、2003 年からすべての内容が一
気に終わっていることがわかる。
表 4は、ローカルにしてグローバルに関する施策内容
の国際交流の推進状況である。国際交流施策は 1990 年
の総合計画に施策として位置づけられるが、次の広瀬政
権になって一村一品運動施策での国際交流はなくなる。
しかし、一村一品運動の広がりの中で、国際交流施策に
ついては、政権交代後も JICA や JETプログラムとの関
係での一村一品運動にかかわる施策の内容は NPOなど
の活動をも通じて残っていく 20）。しかし、2011 年の総
合計画からは一村一品運動にかかわって推進した国際交
流施策の姿は全く見えなくなる。一村一品運動の本来の
目的である地域活性化とは異なり、ローカルとしてグ
ローバルの原則による国際交流施策への特別な拡張にお
いては、政権交代ですぐ終わることなく残存したのは一
時的な例外事象であったと言える。
以上の分析から、行政施策として定着して長年にわ
かって官僚機構が実施した一村一品運動施策が、平松政
権から広瀬政権への政治変動が生じることで、断絶した
ことが確認できたと思う。

Ⅲ.2．  運営管理先行型の官僚機構の行動様式による施策
実施の展開

政権変動の影響を受けやすく、それが政策断絶につな
がった一村一品運動施策においては、官僚機構がその施
策を展開するために、どのような施策実施の体系構築を
したかをここではみる。それによって理にかなった体系
構築を求める官僚機構の行動様式が大分県ではどのよう
なものであるかが示せる。その特徴は「どのように行う
か」を重視する運営管理先行の合理的な施策実施である。
1979 年末に一村一品運動政策の推進を表明した平松知
事は、一村一品運動施策の実施を官僚機構に命じた 21）。
そこで官僚機構は急きょ一村一品運動施策に取り組ん
だ 22）。その最初が 1980 年 3 月に実施された一村一品運
動施策の PRである。この取組みとは、一村一品運動施

策の実施のために官僚機構に新たに設けられたものでは
なく、既存の広報番組に市町村の一村一品運動を紹介す
ることであった。加えて、官僚機構は市町村の一村一品
運動に関わるものを展示するために、既存の事業である
農業祭に一村一品の館を作って施策を推進した 23）。知
事による施策実施の表明を受けて、直ちに官僚機構はど
のように施策実施ができたかを考えて具体的な行動をし
たと言える 24）。
その後、官僚機構は一村一品運動施策を展開させるた
めに何をしたのか。それをまとめたのが表 5である。官
僚機構は一村一品運動施策との関連事業として地域特産
開発推進事業、一村一品運動推進事業、一村一品強化資
金、地域特産開発育成対策事業を実施した。これらもま
た一村一品運動施策の実施のために新たに作られた事業
ではない。この時期には一村一品運動政策の実現にむけ
た具体的な取り組みを示す施策実施の体系はなにもな
い。官僚機構が一村一品運動施策の展開を手がけた時の
手法は、既存の施策や事業の内容に一村一品運動施策に
関わる内容を重ね合わせて一村一品運動施策の事業とし
て仕立てた。そこでの官僚機構は、どのようにできるか
を考えることを基盤に官僚機構の運営指針とも言える総
合計画に関わる施策として自らの行動を位置付けた。
官僚機構は、計画行政と関連づけることで施策体系の
構築を行ないながら施策を推進した。そのような官僚機
構の施策展開において一村一品運動施策の体系構築が、
どのような内容からどのような内容へ変化したかをまと
めたのが、表 6である。1983 年の総合計画では、先の
表 5に見られる事業の内容が主な施策内容になってい
る。その後 1990 年の総合計画では、1983 年の施策を基
盤に新たに人材育成の内容が加わっている。1999 年の
総合計画では、施策の内容が進展して運動を通じた多彩
な交流の促進、地域の生活文化の創造、地域複合産業化
の推進が加わった。それは、すでに表 2で指摘している
ように、他の施策においても一村一品運動施策に関わる
内容を推進にできることを行うとともに、一村一品ロー
カル外交のような新たな内容も追加され、一村一品運動
施策の推進が強化されたことを示している。計画行政と
関連づけて官僚機構が構築した一村一品運動施策体系
は、ガイドライン的な特色を有し、何を行うかを明示す
るよりは、どのように行うかに注目するものと捉えるこ
とができる。それは官僚機構が運営管理先行を重視した
施策体系を構築していることを意味する。
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さらに、官僚機構が一村一品運動施策を進展させて最
終的にどのような施策実施の体系を構築したかをみたの
が表 7である。官僚機構は、一村一品運動施策を一村一
品運動支援体制の支援、新たなものづくりの展開、一村
一品運動の多彩な展開を柱にして、それぞれの柱の内容
に応じてどのようにしていくかの具体的な行動の仕方を
明示した施策実施の体系構築を行った。そこで示されて
いる施策実施のためのガイドラインは既存の計画行政の
施策体系に関連づけた施策展開を示しており、多岐にわ

たるこれらの施策が、一村一品運動政策推進の特別な部
局を創設することなく進められたことは、既存の部局が
どのようにできるかを中心とするものであったと言え
る。
以上のことから日本の一村一品運動施策の体系構築で
の官僚機構の行動様式は、「何をするか」よりも「どの
ように行なうか」を重視して理にかなった体系構築を追
加する運営管理先行型であることが示せた。

表５　行政計画での施策の位置付けとそこまでの施策実施に関する動き

表６　総合計画における一村一品運動施策の施策実施の体系構築に関する内容変化

11 21

注）大分県議会事務局『議会資料』1979 ～ 1983、大分県『県政のあゆみ』1982、上記の総合計画より作成。

注）上記の総合計画より作成。
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Ⅳ．参照するタイでの政権変動の政策への影響

Ⅳ.1．政権変動と施策の継続
ここでは、日本の一村一品運動施策に類似するタイの

OTOP（One Tambon One　Product　以下 OTOPと表記）
施策 25）が、政治変動の中で、今日至るまでどのように
展開されたかの全体像を示し、OTOPフェア事業の推進
状況の具体例から OTOP施策実施が継続していること
を指摘する。
タイの政権交代による政治変動において OTOP施策
がどのようになっていたかを示すのが、図 3である。タ
クシン政権で始まった OTOP施策は、政権変動にもか
かわらず、その政権変動の中では OTOPという名称を
避けようとした時期もあったが 26）、今日まで継続して
いる。官僚機構は、政権変動の間も、OTOP施策におい
て商品の品質を上げる OPC制から世界マーケットを
狙ったデザインの開発まで段階的に展開させている 27）。
これらの官僚機構の動きは、OTOP製品の売り上げにも
反映され、OTOP製品の売り上げも年々増える傾向にあ

ることもわかる。
加えて、OTOP施策実施が継続していることを示すた
めに、OTOPフェアの事業の状況を見てみる。官僚機構
が、全国的に OTOPフェアを始めたときから、今日ま
での開催数の推移をまとめたのが、図 4である。OTOP

フェアの開催数には変化があり、減少傾向も見られるが、
政権変動による断絶はなく官僚機構によって継続的に推
進されている 28）。それらから OTOP施策は、政権交代
による政治変動に左右されずに、官僚機構が実施する施
策として継続されていることが指摘できる。

Ⅳ.2．  執行管理先行型の官僚機構の行動様式による施策
実施の展開

数回の政権変動にも左右されず、実質的に政策の継続
をもたらすような OTOP施策を展開するために、官僚
機構はどのような施策実施の体系を構築してきたかをみ
る。そこから官僚機構の行動様式が、何を行うかを重視
する執行管理先行型であることを示す。

OTOP施策が図 3 で示しているように行政計画での
ロードマップに位置づけられるまでに、官僚機構がそれ

表７　おおいた新世紀創造計画における一村一品運動施策の体系構築の内容

　　　　注）大分県『おおいた新世紀創造計画』1999 より作成。
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図３　OTOP施策実施の全体図と政治変動

図４　OTOPフェア開催数の推移
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注）  タイの経済産業省の SMEsの内部資料、Community Development Division2012、URL:www.otoptoday.com/about/otop-ten-years(ア
クセス日：2012 年 3 月 22 日）より作成。

注）OTOP fair per year (http://www.thaitanmbon.com/OTOP/OTOPFairs/Summary3.htmアクセス日：2012 年 4 月 1 日 )より作成。
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ぞれのステップに向けて OTOP施策の展開のために、
どのように取り組んでいたかをまとめたのが、表 8であ
る。
タクシン政権による OTOP政策の表明から、中央政

府の官僚機構は OTOP施策の実施のために戦略および
実行計画を策定する。そこでの施策展開の中心は、OPC

制と OTOP登録制である。OPC制は OTOP商品を品質
によって分類し、そのランキングをつける制度である。
その OPC制に基づいて具体的に OTOPフェアが実施さ
れた。また、その後にコンテストやキャンプといった事
業が推進され、それらの OPC制と OTOP登録制を施策
実施することを柱とする施策体系を構築する。それはま

さに「何を行なうか」の体系であり、次に「どのように
行なうか」がくる執行管理先行型の行動様式を伴うもの
である。
地方政府での官僚機構は、中央政府が行なった施策実
施の体系構築を深化させながら、OPC制をより具体化
するために星級制を加えて製品の質の向上を目指すこと
と、OTOP登録制を基盤に OTOPに関する情報をデー
タベース化していく29）。そのような様々な動きを基盤に、
中央政府の官僚機構はさらに OTOP施策の国際的な展
開を目指すことになる。
このように官僚機構が OTOP施策実施のために何を
するかを中心に行動して、その内容を充実していきなが

表８　官僚機構によるOTOP施策での体系構築に向けた推進内容

注）  独立行政法人日本学術振興会の学術研究助成基金助成金を得てタイでのリサーチを行なった。タイ経済産業省 SMEsの内部資料、
2011年 12月 12日にコンケン大学で実施された JICAの OVOP第 3国研修でのコンケン県の Communitiy development officeの長の発
表資料， Community Devlopment Division 2012, http://www.otoptoday.com/about/otop-ten-years（アクセス 2012年 3月 22日）より作成。
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ら、強固な施策体系を構築した。それによって OTOP

施策は数回の政治変動にもかかわらず、官僚機構が行政
施策として自らの実施を継続することができたと考えら
れる。以上から、タイの OTOP施策の実施における官
僚機構の行動様式は、何を行うかを追求する体系構築に
合理性を求める執行管理先行型であったことが明らかに
できた。

Ⅴ．まとめ

本稿の研究によって、施策実施の体系構築を行う官僚
機構の行動様式が、政治変動による施策の断絶もしくは
継続に影響する要因となる可能性を示唆できた。
ここでは日本の一村一品運動（OVOP）施策とそれに
類似するタイの OTOP施策での施策展開の様子から、
施策実施の体系構築における行動様式を抽出し、その特
徴を運営管理先行型と執行管理先行型の 2種類の理念型
に沿って明らかにし、それが施策の運命の背景にあるこ
とを確認した。そこで示せたのは、「何を行うか」が先
行する執行管理先行型のタイの官僚機構の行動様式が、
政治変動にもかかわらず政策が継続するような施策実施
の背景になるのに対して、「どのように行うか」が先行
する運営管理先行型の日本の官僚機構の行動様式は、政
治変動による施策の断絶をもたらし政策が影響を受けや
すくなる背景になるとの仮定であった。この仮定の根拠
は、執行管理先行型での施策実施は、施策体系の構築が
強固であるがゆえに、運営管理先行型に比べて施策の展
開が政治のような官僚機構の外部からの影響を受けて壊
れにくいとの見方である。大分県の一村一品運動施策は
政治変動の当然の結果のように受けとられかちだが、そ
れが継続することなく瓦解した要因を官僚機構の行動様
式が示す政策文化に求めうることを指摘した。その視点
は、政治変動による政策への影響についての新たな知見
になっていると思う。
どのような政治の変動がどのように政策の断絶や継続
に影響するかを国際比較するのは簡単ではない。政治変
動を独立変数とし政策の断絶もしくは継続を従属変数と
する分析が難しいなら、その因果関係があるとの前提で、
その関係を左右するコントロール変数を、国際比較を視
野におきながら検討できるかもしれないと考えた。この
研究は、そのようなモデルそのものの検証ではなく、施
策実施における官僚機構の行動様式がコントロール変数

となり得る可能性を示唆する限られた範囲での一考察に
すぎないが、さらなる比較実証研究の一歩になるだろう。
魔術による支配を支える官僚機構には合理性は必要な
い。そのような支配が不可能な今日では合理的な施策実
施こそが、官僚機構の基盤となる。自らの行動の仕方が
体系的に裏付けられたものと思えるなら自信をもって行
動し、説明責任も果たせるだろうし、評価にも堪えうる。
官僚機構は当然にそのように合理性を求める行動様式を
とる。しかし、その求め方は様々だろう。「どのように
行うか」を重視する運営管理先行型も、「何を行うか」
を重視する執行管理先行型も共に官僚機構の合理的な行
動様式であると捉えた。しかし、その違いは実施される
施策の内容に影響して、それが実現する政策内容にも影
響し、施策実施のために行う具体的な事業内容にも影響
する。従って、合理性追求の行動様式の特徴が示す政策
文化に注目する研究は重要である。運営管理先行もしく
は執行管理先行のいずれの型の行動様式であっても、官
僚機構の施策展開が理にかなっているとの合理性の担保
となり得ると同時に、自由な施策展開を阻害する不合理
な鉄の檻もなり得る。「何をどのようにする」施策実施
であるべきは、合理的な規則化された体系とそこでの自
由な展開の調和の下にある。本稿では、政治の政策への
影響の政策文化への視点から、定着した施策が政権交代
により断絶する運命をたどった大分県の一村一品運動施
策の事例を検討することで、政治の政策への影響を考え
る新たな知見につながる可能性を示し得た。中央集権の
メカニズムの下にあるタイの地方自治は、日本と制度が
異なるがゆえにそこでの官僚機構の行動様式が異なると
も言えるが、それを合理性のあり方の違いとして再考す
ることによって、地方自治の政策実施過程での国際比較
の一つの視野を示し得たと思う。

付記
　本稿は、2012 年度日本公共政策学会テーマセッショ
ンⅣ「比較の中の地方自治」（於：立命館大学 2012 年 6
月 17 日）において報告した論文である。テーマセッショ
ンの討論者であった曽我謙悟先生（神戸大学）からは、
大変有益かつ的確なコメントを頂いた。記して感謝申し
上げたい。
　なお、本研究は、独立行政法人日本学術振興会の学術
研究助成基金助成金の若手研究（B）（課題番号：
23730152）の助成を得た。
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注
１）特に政策選択への政治の影響を研究したものとして、曽我・
待鳥（2007）と砂原（2011）を参照した。
２）官僚の行動に注目した研究としては、渡辺訳（1975）と真
渕（2010）を参照した。ウェーバー以来の合理性を基盤にす
る官僚の行動原理の研究は、個々人の官僚の行動に焦点を合
わせたものである。しかし、本稿は行政の長を除いた官僚機
構の行動に焦点をあてている。
３）Almond and Verba（1966=1974）を参照。
４）足立・森脇編著（2003:243－256）は、執政とは官僚集団
が担う公務（公的サービス）の管理運営と他の機関（例えば
議会）が決定した政策の実施（ないし執行）を超えた意味を
もつと指摘している。ここでの官僚機構の行動様式の二つの
理念型を考える上でそれを参考にしている。
５）村山（2009:14－18）は、公共政策システムはシステム論
に基づき、入力が公共政策の評価、出力が公共政策の実施で、
それが機能するためには、政策文化を考慮する必要があると
指摘している。
６）Inglehart（1990=1993）と Putnam（1993 ＝ 2001）を参照。
７）世良訳（1960）は、近代官僚制の構成要件として 12 原則
を上げており、それらの要件によって官僚制組織は合理性を
確保できる。辻（1969：173－183）は、ウェーバーの研究に
基づいて官僚制を考察し、官僚制は合理的な組織と述べてい
る。村松（1999）も官僚制の合理性は、ウェーバーの議論が
中心になっていると指摘する。合理性の具体的な内容につい
ての研究は乏しいと真渕（2009：456）は指摘している。
８）官僚機構に関しては、渡辺訳（1975：32－40）を参考にし
た。
９）真山（2001：48－51）は、政策は政策、施策、事業の 3レ
ベルからなる体系から成り立っていると指摘し、そこでの政
策、施策、事業を以下のように定義している。政策は自治体
で取り上げる諸問題を明確にし、その解決を自治体として政
策課題とすることを宣言する機能がある。施策は、政策課題
を解決するために必要となる具体的な取り組み（これが事業
に当たる）を関連する分野ごとにいくつかのグループに分け
たものである。政策課題にどのような事業がかかわるかを体
系的に見るには、この施策レベルが便利である。事業は、具
体的な活動の内容を定めたものである。村山（2010：16－
21）は合理性のゆらぎについて論じている。そこでは行政の
政治化に注目し、計画行政による施策の体系の意義が指摘さ
れている。
10）総合研究開発機構（2003：74－106）は、タイにおける内
務省の地方支配の中央集権メカニズムを指摘している。
11）タイの一村一品運動施策（OTOP）におけるトップダウン
の意思決定システムについては、Son（2011）を参照しても
らいたい。
12）直接に検証をするには、政治文化の実証的研究を試みたイ
ングルハートやパットナムのような膨大なデータの分析が必

要になるだろう。ここでの官僚機構の政策文化の研究につい
ては、イングルハートのような広がりのある国際比較データ
も、パットナムのような長期にわたる歴史的データもなく、
コントロール変数としての影響を示唆できるに留まってい
る。
13）社会的な運動としては存続し、その意味では施策の初期の
目的は達成できていると評価できるかもしれない。しかし、
本稿での研究課題としての行政施策としては消滅している。
14）魔術からの解放については、大塚・生松訳（1972：168）
を参照した。
15）官僚制の非合理性について、官僚制の逆機能を議論してい
る研究は、森・森・金沢・中島訳（1961）や君村訳（1974）
を参照した。
16）平松守彦は、一村一品運動を触れながら多くの著書を残し
ている。その詳細は、平松守彦ホームページ（http://www.

coara.or.jp/hiramatsu/　アクセス日：2012 年 4 月 1 日）を参
照してもらいたい。一村一品運動施策の原則であるローカル
にしてグローバル、自主自立・創意工夫、人づくりは初期の
著書においては取り上げられていなかった。それが、1999
年の総合計画において明示され、2000 年代以降から、平松
前知事の著書で一村一品運動施策の原則が明確にみられるよ
うになった。一村一品運動施策を担当する課はなかったが、
一村一品運動施策の整理のために（2010 年 2 月 1 日に行っ
た平松前知事とのヒアリング調査より）、2000 年一村一品運
動推進室が担当課として発足した。そこでの報告書で一村一
品運動施策の三つの原則を確認することができる。詳細は大
分県一村一品運動推進室（2000）を参照してもらいたい。加
えて、一村一品運動施策の戦略に関する内容は、平松（2006）
を参照してもらいたい。
17）孫（2012：143－155）を参照してもらいたい。
18）一村一品運動施策の開始時を検証したものには、Son（2010：
49－57 ）がある。
19）孫（2012：383－402）は、一村一品運動施策に類似する韓
国江原道の新農漁村建設運動施策の展開ために、官僚機構が
どのような行動戦略をとったかを明らかにしている。施策実
施での行動戦略をみるために、ここでは政策実施過程が、政
策開始、政策定着、政策拡大、政策縮小、政策終了の各段階
があると仮定し、そこでの官僚機構の行動をみた。官僚機構
は、政策縮小段階で施策展開のために次の政権の方向性を踏
まえた行動をとっていることをも指摘している。
20）一村一品運動施策でローカル外交推進を踏まえた国際交流
のために、1989 年 7月 1日に（財）大分県国際交流センター
が設立されたが 2009 年に廃止され、その後 NPOの活動に進
められた。
21）前掲、真渕（2009：304）は、知事が行った行為そのものが、
法律的に地方自治体の行為であるとしている。そこから知事
が実施を表明した施策は、官僚機構がその施策を実施してい
くことになると捉えることができる。
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22）2010 年 2 月 1 日に行った平松前知事とのヒアリング調査
より、知事が施策の PRを命じたことがわかった。詳細は平
松（1982）と平松（2002）を参照してもらいたい。
23）2010 年 2 月 1 日に行った平松前知事とのヒアリング調査
より明らかになったのは、平松知事は一村一品運動施策の推
進を模索している中、当時の農政部局の課長が、一村一品運
動で作られたものを既存の農業祭に展示することで施策実施
のきっかけになるとすすめられたことである。農業祭に「一
村一品の館」が開設されたのは、大分県（2001）から確認で
きる。
24）一村一品運動施策がどのような特徴の経過をたどっている
かを明らかにした研究には、孫（2011：788－810）がある。
25）藤岡（2006）を参照した。
26）前掲、Son（2011）での経過の詳細を参照されたい。
27）2012 年 2 月 21 日に Strategic and Policy Planning Bureau 

The Office of Small and Medium Enterprisee-Promotion, 

Ministry of Industryの Directorである Apiradee Khaodhiar氏
を含む 7名に行ったヒアリング調査を参考にした。
28）2012 年 2 月 21 日 に Deputy of Community Development 

DivisionのDeputy Director-GeneralであるPison Pratarnchawano

氏に行ったヒアリング調査において、政権変動があり、予算
などから OTOPフェアへの影響が全くないとは言えないが、
フェアは CDDの仕事として工夫をしながら推進してきたと
述べられた。
29）2011 年 12 月 12 日に Community Development Office of 

Khon Kaen Provinceの Chiefである Pensupa Sirisawat氏に
行ったヒアリング調査を参考にした。
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